
別紙１ 

緊急時演習（総合訓練）結果報告の概要 

 

１．訓練の目的 

  本訓練は，「東通原子力発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節」に基づき実施す

るものである。 

これまでの訓練における改善点を踏まえ，今回の訓練の主たる目的は，以下の３点とし，訓

練を通して評価等を行い，原子力災害に対する災害対応の実効性の向上を図るものである。 

(１)休日の当番体制による初動対応が適切に実施できることの確認 

(２)原子炉隔離時冷却系が停止した場合の対応方法の確認 

(３)地震・津波被災後の使用可能機器を活用した対応方法の確認 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

平成２４年１１月３日（土）８：００～１４：００ 

（２）対象施設 

     東通原子力発電所 

 

３．実施体制，評価体制および参加人数 

  （１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価体制 

  「６．防災訓練の内容」の項目ごとに訓練参加者以外から評価者を選任し，第三者の観

点から手順の検証や対応の実効性等について評価し，改善点の抽出を行う。また，訓練終

了後には，訓練参加者にて反省会を実施し，訓練全体を通した相互観察に基づく意見交換

を行い，改善点の抽出を行う。 

 

（３）参加人数：１００名 

〈内訳〉 

東通原子力発電所：４９名（構内協力企業含む） 

      本店：      ４１名 

      青森支店：    １０名 
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※同日開催された自治体主催の青森県原子力防災訓練において実施 



 

４．原子力災害想定の概要 

全交流電源喪失により原子炉の冷却機能が全て喪失し，原子力災害対策特別措置法（以下，

「原災法」という。）第１５条事象に至る原子力災害を想定する。詳細は以下のとおり。 

① 平成２４年１１月３日（土）８：００に青森県東方沖を震源とするＭ９．０，青森県東

通村で最大震度６弱を記録する地震が発生。 

② 東通原子力発電所は，定格電気出力で運転中のところ，地震の発生に伴い，原子炉が自

動停止（地震加速度：２５０．０ガル）。また，大津波警報が発令される。 

③ 地震により外部電源が喪失し，非常用ディーゼル発電機（Ａ系，Ｂ系，ＨＰＣＳ系）が

起動するが，いずれも機器故障により停止し，全交流電源が喪失する。 

④ これに伴い，主復水器による熱除去が不可能となるとともに原子炉から残留熱を除去す

る機能が喪失したことから原災法第１０条特定事象の「原子炉除熱機能喪失」に至る。

さらに全交流電源が喪失した状態が５分間以上継続したことにより，同法第１０条特定

事象の「全交流電源喪失」に至る。 

⑤ また，地震により大容量電源装置の接続箱が倒壊し，大容量電源装置が使用できない状

況に至る。 

⑥ 電源車による電源確保へ移行するが津波襲来により出動できず，その間，原子炉への注

水を行っていた原子炉隔離時冷却系が機器故障により停止し，原災法第１５条事象の「原

子炉冷却機能喪失」に至る。 

⑦ 津波による敷地浸水収束後，がれきの撤去を行い，電源車による電源確保作業等の緊急

安全対策を開始するが，原子炉冷却機能喪失に伴う原子炉内の崩壊熱により原子炉内の

水位が低下，炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

⑧ また，原子炉の圧力上昇により，主蒸気逃がし安全弁が動作し，圧力抑制室の水温・圧

力が上昇を続け，最高使用圧力に到達する恐れが生じる。 

⑨ 電源車による電源確保作業が完了したことから，原子炉の急速減圧操作を行い，代替注

水手段により原子炉への注水を開始する。 

⑩ その後，原子炉への注水を継続し，事態は収束する。 

 

５．防災訓練の項目 

  緊急時演習（総合訓練） 

 

６．防災訓練の内容 

（１）通報訓練 

（２）緊急被ばく医療訓練 

（３）緊急時対策要員の動員訓練（一斉呼出確認訓練含む） 

（４）緊急時操作訓練 

（５）電源機能等喪失時対応訓練 

 

 



 

７．訓練結果の概要 

（１）通報訓練 

① 原災法第１０条および第１５条事象発生に伴う，関係箇所への通報連絡を休日の当番

者体制にて実施。 

② 社内関係箇所（本店および青森支店）への通報連絡について実動訓練を行い，社外関

係機関への通報連絡については，通報文の作成および通報連絡先の確認を実施。 

（２）緊急被ばく医療訓練 

① 管理区域内で発生した汚染傷病者に対する汚染検査，除染および養生について実動訓

練を実施。 

② 汚染傷病者を管理区域外へ搬出し，救急車への搬送について実動訓練を実施。（救急

車による搬送については，救急車の代わりに当社の車両を代用し，救急隊員について

も社員が代役として実施） 

（３）緊急時対策要員の動員訓練（一斉呼出確認訓練含む） 

① 休日緊急連絡装置を用いた緊急時対策要員の一斉呼び出しおよび緊急時対策所への

参集を実施。 

② 参集する要員は，発電所近傍の社員寮に在宅中の緊急時対策要員とし，一斉呼出に応

じた発電所への参集について実動訓練を実施。 

③ 発電所までの移動については，大津波警報が発令しているため津波の影響を受けない

高台のルートを徒歩で移動することを想定し，移動時間を考慮の上，車両にて移動を

実施。 

（４）緊急時操作訓練 

① 運転シミュレータを活用して，運転員による，地震発生から原子炉隔離時冷却系停止

までのプラント操作の確認についてシナリオ提示型訓練を実施。 

② 対策本部への状況報告については模擬とし，動作確認を実施。 

（５）電源機能等喪失時対応訓練 

全交流電源喪失を踏まえた緊急安全対策について以下のとおり休日当番者体制および 

参集要員による実動訓練を実施。なお，訓練にあたり，本設機器へ直接影響が生じる手順

は模擬とし，動作確認を実施。 

a. 電源車による電源確保 

① 保管場所から電源車３台を電源車接続場所へ移動し，給電ケーブルの接続を実施。 

b. 消防車による原子炉への注水準備（原子炉注水用消防ホース接続口設置） 

① 消防車による原子炉への注水を行うため，消火ポンプへ設置する消防ホース接続

口の準備を実施。 

② 消防車をろ過水タンク付近に配置し，接続口まで消防ホースの敷設を実施。 

c. 電源車および消防車への燃料補給 

① タンクローリを保管場所から軽油タンクまで移動し，軽油タンクとタンクローリ

の間に軽油抽出用ホースの敷設を実施。 

 



 

８．訓練の評価 

  「１．訓練の目的」で設定した主たる目的３点についての評価結果は以下のとおり。 

  （１）休日の当番体制による初動対応が適切に実施できることの確認 

現在の当番体制で，通報連絡や社内要領に従った対策の立案・実施，社内関係箇所（本

店・青森支店）との情報共有，電源確保等の安全対策の実施，および参集要員への状況

説明および体制引継ぎが行えることを確認することができた。 

（２）原子炉隔離時冷却系が停止した場合の対応方法の確認 

中央制御室（模擬）からの付与情報と，本店から提供された原子炉隔離時冷却系が停

止した場合の原子炉水位の予測等の解析結果を基に，注水方法の検討，使用できる設備

の検討，設備の健全性の確認手段検討を実践的に行うことで，対策本部での戦略立案，

設備の健全性確認，対策の実施という一連の対応方法を確認することができた。 

（３）地震・津波被災後の使用可能機器を活用した対応方法の確認 

地震・津波被災後の設備の状況が不明な中で，手順書に基づき使用することとなる設

備の健全性を確認した上で使用する，という事故対策実施の判断フローを実践的に行い，

対応方法を確認することができた。 

    

９．今後に向けた改善点 

訓練において抽出された今後の改善点は以下のとおり。 

① 電源機能等喪失時対応訓練の現場作業において，現場間の情報連絡のためにＰＨＳ

による一対一通話を行っていたが，この状態では本部からの連絡ができないことか

ら，グループ通話を使用する方法を検討する。 

② 通報訓練の対策本部内の対応において，シナリオに沿った対応が円滑に進められて

いることから，今後は，シナリオを一部非開示にする等の更なる訓練の高度化を検

討する。 

③ 休日当番体制における「総括責任者」の管理範囲が広範であることから，対応項目

を整理する等，円滑な対応が図れるよう検討する。 

④ 中央制御室から伝達される原子炉水位等のプラント情報は，緊急安全対策の実施に

直結する情報であることから，一目で状況把握ができ，迅速な状況判断ができるよ

う基準レベルが記載された図面等を緊急時対策所へ配備することを検討する。 

 

 

 以 上 


